
未償還元金
1,460億2,821万円

土木債
26.7％

教育債
16.4％

衛生債 5.1％
総務債 5.0％消防債 3.3％

その他 41.3％
(その他の内訳)
臨時財政対策債
(35.0％)

農林水産債
 0.9％
民生債 1.3％

　安全で安心できる暮らしのために、補助金を使って住
宅を改修しませんか。耐震やエコ、子育て、バリアフリ
ーのための住宅改修に補助を受けることができます。
　補助の利用は１戸１回のみで、予算額に達した時点で
受け付けを終了します。申請書などは市役所建築住宅課
にあるほか、本市ホームページからダウンロードもでき
ます。
対象＝次の全てに該当する人。①市内在住②市税を滞納
していない③申請の工事内容については他の補助事業を

　昨年度は一般会計当初予算を1,365億4,178万円計
上しました。その後、歳出において、国のモデル事業
となった「認知症初期集中支援チーム」の配置に掛か
る費用などを追加したほか、国の補正予算を活用し、
平成26年度に予定していた中学校校舎大規模改造工事
などを前倒しして実施するための予算や、ことし２月

の大雪による復旧支援などに対応する予算を追加しま
した。また、地方交付税の削減に伴う職員給与などの
減額や事務事業の効率的な執行による減額補正も実施
しました。この結果、最終予算は、1,470億5,941万
円になりました。

　市内在住で一定の条件を満たす世帯に、保育料など
を補助します。詳しくは各幼稚園を通じて配布するパ
ンフレットや本市ホームページをご覧ください。
■ 就園奨励費・就園援助費補助金
　市内在住で一定の条件を満たす世帯に、幼稚園（市外
の認可幼稚園を含む）の入園料と保育料を補助します。

■ 第３子以降保育料軽減事業費補助金
　市内在住で、扶養して
いる第３子以降の子が幼
稚園に通っている場合
に、保育料を補助します。

重複して受けていない④本事業による補助の交付を受け
たことがない
対象となる住宅＝一戸建て住宅か集合住宅の個人専用部
分（市内に事業所がある事業者か個人事業者が改修を行
うもの）
対象となる工事など＝下表のとおり
申し込み＝〈前期〉７月１日㈫～ 31日㈭〈後期〉10月
１日㈬～ 31日㈮（耐震は７月１日㈫～ 12月19日㈮）
に申請書に記入し、市役所建築住宅課へ直接

安全安心で豊かな暮らしのために

子育て世代の負担を軽減

昨年度の財政状況をお知らせします

幼稚園保育料などを補助します

問い合わせは　建築住宅課　☎027-898-6834

問い合わせは
産業施策については　産業政策課　☎027-898-6983
商業施策については　にぎわい商業課　☎027-210-2273

問い合わせは
財政課　☎027-898-6542

問い合わせは　保育課　☎027-220-5706

対象となる工事 工事の具体例 補助金額

耐震改修に併せた住
宅改修

木造住宅耐震改修費補助の交付を受ける工事
で、耐震改修以外の改修工事部分

20万円以上掛かる
工事の費用の30％

（上限50万円）

エコ改修（エコ住宅
など省エネルギー化
に関する住宅の改修）

窓や床、屋根、天井、外壁などの断熱性を高
める改修工事

20万円以上掛かる
工事の費用の30％

（上限20万円）

子育て改修（18歳以
下の子どもがいる世
帯の住宅改修）

子ども部屋の模様替えや間仕切りの変更・設
置、増築（別棟は不可）、子育てに関する通
路・段差の解消など

バリアフリー改修
住宅内の手すりの設置や段差の解消、引き戸
などへの扉の交換、和式から洋式への便器取
替えなど

100.1%

66.3%
91.5%

101.3%
83.8%

52.2%

96.8% 95.5%
100.0% 98.6％

105.7%

87.1%

72.9%

86.5% 76.5%

100.0% 86.8%

81.6%

90.8%
60.6%

99.5% 48.9%

歳
入

収入率
90.0%

そ の 他

47億95万円
49億7,027万円

繰 入 金

14億8,187万円
14億6,054万円

繰 越 金

13億601万円
13億601万円

使用料及び手数料

32億8,337万円
31億3,499万円

地方消費税交付金

34億8,400万円
33億7,080万円

県 支 出 金

73億7,921万円
38億5,331万円

諸 収 入

154億5,910万円
129億5,058万円

地方交付税

167億8,300万円
170億570万円

国庫支出金

196億4,501万円
179億6,699万円

市 債

216億2,430万円
143億2,900万円

市 税

519億1,259万円
519億7,332万円

区 分 名

予算額
収入済額

歳
出

そ の 他

12億1,805万円
5億9,611万円

議 会 費

6億7,504万円
6億7,139万円

農林水産業費

23億4,945万円
14億2,330万円

消 防 費

43億8,489万円
39億8,198万円

衛 生 費

81億4,328万円
66億4,433万円

商 工 費

135億6,915万円
117億7,976万円

公 債 費

145億1,600万円
145億1,440万円

教 育 費

178億2,815万円
136億4,598万円

総 務 費

181億3,969万円
156億9,407万円

土 木 費

214億2,725万円
156億2,726万円

民 生 費

448億846万円
390億4,490万円

区 分 名

予算額
支出済額

一般会計

合計

最終予算額1,470億5,941万円

予算額　 1,470億5,941万円

収入済額 1,323億2,151万円

執行率
84.1%合計

予算額　 1,470億5,941万円

支出済額 1,236億2,348万円

１
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５
１
億
５
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０
９
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最
終
予
算
額

市税＝市民税や固定資産税、事業所税など
市債＝特定事業などのために長期的に借り入れるもの
国庫支出金＝使い道が定めてある国の補助金や負担金など
地方交付税＝国が使い道を定めず交付するもの
諸収入＝他の区分に該当しないもの
県支出金＝使い道が定めてある県の補助金や負担金など
地方消費税交付金＝消費税の一部を国が交付するもの
使用料及び手数料＝受益者が負担する事務などの経費に関するもの
繰越金＝決算上の余剰金などを翌年度に繰り越したもの
繰入金＝特別会計や基金からの収入など
その他＝財産収入や寄付金など

民生費＝各種福祉などの経費
土木費＝道路や河川などの整備・維持や都市計画などの経費
総務費＝市の内部管理、税金の徴収、支所運営などの経費
教育費＝各学校・幼稚園、その他教育などの経費
公債費＝市債の元金、利子の償還金など
商工費＝商工業・観光振興、消費生活対策などの経費
衛生費＝健康づくり、ごみの処理などの経費
消防費＝消防や救急活動の経費
農林水産業費＝農林水産業振興の経費
議会費＝議会運営の経費
その他＝予備費、労働費、災害復旧費など

特別会計
最終予算額 845億7,268万円 最終予算額 248億931万円 未償還元金 1,460億2,821万円

企業会計（上下水道） 市債の状況（一般会計）

会計名 予算額 収入率(％) 執行率(％)

国民健康保険 384億6,385万円 93.7 90.7 
介護保険 245億5,413万円 80.5 89.9 
競輪 164億7,879万円 92.5 88.1 
後期高齢者医療 35億8,274万円 99.1 87.9 
農業集落排水事業 12億9,576万円 31.8 72.7 
母子寡婦福祉資金
貸付金 1億8,031万円 100.1 60.1 

新エネルギー発電
事業 1,710万円 86.3 67.3 

区分 水道事業 下水道事業
収入予算 74億1,470万円 121億6,114万円

調定率 99.4% 87.3%

支出予算 94億9,197万円 153億1,734万円

執行率 97.3% 84.3%

※調定率とは、予算額に対して収入が決定して
　いる額の割合です。

用
語
解
説

用
語
解
説

賢く住宅改修しませんか

　企業や事業者・商店街などへの支援についてまとめた「産業施
設ガイド」と「商業施策ガイド」を作成しました。ガイドは市役
所産業政策課、にぎわい商業課で配布しているほか、本市ホーム
ページからダウンロードもできます。

企業や事業者･商店街の皆さんへ

　数字は３月31日現在。一般・特別会計の数字は５月31日まで出納整理期間が
あるため、決算額とは異なります。また、金額の１万円未満は整理してあります。
平成24年度からの繰り越し分がある場合は、各会計予算額へ含めています。

※住宅改修のほか、下水道・生け垣などへの支援
についてまとめたパンフレットを作成しました。
　パンフレットは市役所建築住宅課、各支所・市
民サービスセンターで配布しているほか、本市ホ
ームページからダウンロードもできます。

ちょっとお得です！

10広報まえばし　平成26年６月15日号11 市役所　〒371-8601大手町二丁目12-1　☎027-224-1111


